
リスク計測の効率化に係る助言サービス

業務効率化の変革に向けて

リスク計測の効率化が求められる背景

現在、金融機関は、デジタル化の推進や低金利環境下における収益構造の転換が避けられず、伝統的な金融機関のあり

方からの変革が求められています。また同時に、働き方改革の推進、人口減少や金融業界からの人材流出に起因する人材

不足等人的資源に係る課題に直面しています。このような状況下で金融機関が変革を成し遂げるためには、貴重な人的資

源を金融機関の変革に充てられるよう、既存の定型業務のスリム化による「業務効率化」が必要です。

金融機関の業務効率化に関するソリューションは多岐に亘りますが、ここでは、金融機関の経営の健全性確保のための重要

な要素である、リスク計測における業務の効率化に焦点を当てます。デロイト トーマツ グループでは、多数の金融機関に対して

各種リスク計測の高度化に係るサービスを実施してきました。その中で、リスク管理部門が定例の「リスク量の計測」に追われ、

「計測結果の分析」等に十分な時間を割くことができず、「計測結果の活用」にまで至っていない状況が少なからず見られまし

た。また、金融機関が取り扱う金融商品が多様化し、リスク管理部門の業務は増える一方です。

デロイト トーマツ グループのソリューション

デロイト トーマツ グループでは、これまで多くの金融機関に対して、リスク計測の高度化に係るサービス提供や業務変革に携

わってきた知見を活用し、リスク計測の効率化に係る助言サービスを提供します。具体的には、「入力の効率化」を中心にリス

ク計測の効率化を図ります。また、「レポーティング内容の見直し」、「リスク計測に係る課題抽出」 および「文書化」等に係る

助言サービスも提供します。
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入力の効率化

多くの金融機関において、リスク計測は計測システムの導入等によって、見かけ上は自動計算されています。しかし実際には、

取引データ等が異なる形式で管理されていることにより、システムへデータを取り込む際にデータの加工や入力に手作業が必要

となることがあります。また、取扱商品の追加によって、異なる形式のデータが増えていくことで膨大な作業が発生し、業務が煩

雑になっていることもあります。

これらを解決し、データの入力に関して作業を効率化するための助言サービスを提供します。

レポーティング内容の見直し

経営判断の材料としてより活用しやすいよう、リスク管理委員会等へのレポーティング内容の見直しに係る助言サービスを提供

します。

リスク管理に係る課題の抽出

課題を抽出するにあたり、まずは保有商品に含まれるリスクを一覧化します。一覧をもとに管理がされていない未捕捉リスクの

特定や、各リスクの計測頻度の検討に係る助言サービスを提供します。

文書化

計測ロジックやデータフロー等と作業手順を記載したマニュアル等の整備に関して助言サービスを提供します。計測ロジックや

データフロー等を文書化することで、業務の属人化を防ぎ、当初の担当者が不在となった場合でもブラックボックス化を避けるこ

とが可能です。また、業務未経験の方でも業務フローを把握しやすくなります。
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※貴社および貴社の関係会社とデロイト トーマツ グループの関係において監査人としての独立性が要求される場合、

本サービス内容がご提供できない可能性があります。詳細はお問合せください。

有限責任監査法人トーマツ

リスクアドバイザリー事業本部

Mail ra_info@tohmatsu.co.jp

URL www.deloitte.com/jp/risk-advisory

【国内ネットワーク】 東京・大阪・名古屋・福岡
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